
（2025年3月31日現在）

（単位：千円）

 流　動　資　産 4,282,160  流　動　負　債 2,172,806

11,000 買 掛 金 1,635,159

1,041,274 リ ー ス 債 務 ( 流 動 ) 28,826

31,103 未 払 金 144,106

5,054 未 払 費 用 87,293

261,203 未 払 法 人 税 等 136,589

4,267 役 員 賞 与 引 当 金 701

2,919,846 そ の 他 140,132

8,413  固　定　負　債 21,543

 固　定　資　産 1,813,851 預 り 保 証 金 1,000

1,524,393 繰延税金負債（固定） 9,445

建 物 698,138 資産除去債務（固定） 6,372

構 築 物 37,787 リ ー ス 債 務 ( 固 定 ) 4,726

機 械 装 置 463,570 2,194,349

車 両 運 搬 具 934

工 具 器 具 備 品 35,808  株　主　資   本 3,892,093

土 地 255,642 資 本 金 100,000

リ ー ス 資 産 31,215 資 本 剰 余 金 100,000

建 設 仮 勘 定 1,300 　その他資本剰余金 100,000

無形固定資産 43,009 利 益 剰 余 金 3,692,093

ソ フ ト ウ ェ ア 41,256 　利　益　準　備　金 50,000

そ の 他 1,752 　その他利益剰余金 3,642,093

投資その他の資産 246,448     別 途 積 立 金 3,200,000

投 資 有 価 証 券 16,429 　　繰越利益剰余金 442,093

関 係 会 社 株 式 28,500  評価・換算差額等 9,568

出 資 金 60 その他有価証券評価差額金 9,568

そ の 他 201,459 3,901,661

6,096,010 6,096,010

（注）記載金額は、千円未満を四捨五入して表示しております。

前 払 費 用

貸    借    対    照    表

資 　 産　　の　　部 負　　債　　の　　部

科      目 金   額 科      目 金   額

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

資 　産 　合 　計 負 債 純 資 産 合 計

短 期 貸 付 金

そ の 他

有形固定資産

負　　債　　合　　計

純　　資　　産　　の　　部

純　資　産　合　計



サンハウス食品株式会社

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

1．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

① 子会社および関連会社株式 ……… 総平均法による原価法

② その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの ……… 時価法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定）

・市場価格のない株式等 ……… 総平均法による原価法

(2) 棚卸資産

① 製品、仕掛品、原材料、補助材料 ……… 総平均法による原価法

② 貯蔵品 ……… 最終仕入原価法による原価法

2．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

建物および構築物（2016年3月31日以前に取得した建物附属設備および構築物を除く）は定額法、

建物および構築物以外については定率法によっております。

なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物 15～47年

機械及び装置 主として10年

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法

なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

ソフトウェア見込利用可能期間（５年）

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっております。

3．引当金の計上基準

(1) 賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち、当事業年度負担額を計上

しております。

(2) 役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当事業年度における支給見込額に基づき、当

事業年度に見合う額を計上しております。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額

に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。

また、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)

による定額法により、発生の翌事業年度から費用処理しております。

なお、当事業年度末においては、年金資産の額が退職給付債務から未認識数理計算上の差異及

び未認識過去勤務債務費用を控除した額を超えているため、前払年金費用として貸借対照表に

計上しております。

4．収益及び費用の計上基準

当社は食品の製造・販売を主な事業とし、製品の販売に係る収益は、主に製造による販売であり、

顧客との販売契約に基づいて製品等を引き渡す履行義務を負っております。

当該履行義務は、製品等を引き渡す一時点において、顧客が当該製品等に対する支配を獲得して充

足されると判断し、引渡時点で収益を認識しております。

Ⅱ．当期純利益金額 311,165 千円

 個別注記表 


